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カーボンニュートラルに向けた取り組みと課題について

第5回 ガス事業環境整備ワーキンググループ
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１．当社概要
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本社所在地 鹿児島市中央町8番地2

設立 1941年

主要な事業内容

1. ガス事業

2. ガス機器等の販売、賃貸および設置

3. ガス供給等工事に関する設計、監理および施工

4. LNGおよびLPGの販売に関する事業

5. 電気供給事業

6. 太陽光機器販売および売電事業

7. 住まいと暮らしに関する生活支援サービス事業

8. 植物・農産物の生産、加工、販売

ガス供給区域 鹿児島市、姶良市平松の一部

ガス取付メーター戸数 152,106戸（2025年3月31日時点）

主な関係会社 日本ガスエネルギー、日本ガスアグリなど13社

日本ガス鹿児島工場

日本ガス本社

日本ガス植物工場



１．当社概要（調達、供給）
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• 当社LNG貯槽は容量が8.6万kl（LNG約4万トン）と小さく、LNG船の1港揚げが不可能な為、大阪ガス様、九州電力様をパート
ナーとした２港揚げにてLNGを調達。

• 調達したLNGは導管を活用した都市ガスおよびローリー車を活用したLNG卸にてお客さまへ供給。（LNG卸においては一部他社基地
（大分LNG様）より出荷）

約13万トン

日本ガス鹿児島工場
貯槽容量8.6万kl

LNG

オーストラリアなど
からの標準船

1港目
ハーフ荷卸し

2港目
他社基地へハーフ荷卸し

＜当社基地におけるLNG2港揚げ＞ 他社基地
大分LNG様

＜導管供給マップ＞ ＜LNG卸供給マップ＞

LNG

LNG

日本ガス鹿児島工場



２．ガス販売量・アカウント推移（当社実績）
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• 都市ガス販売量は2010年度をピークに減少傾向。（家庭用、商業用の販売量減の影響が大きい）
• 2024年度の都市ガス販売量は約1億m3（供給熱量：46.05MJ/Nm3）であり前年比プラス約2%。
• 鹿児島市の人口は既に減少トレンドに入っており、2050年には約49.8万人(2020年比▲9.5万人）まで減少するとの推計もある。
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３.直面している課題

戸当たり販売量▲8.3%

戸当たり販売量の推移（当社実績）
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• 世帯人数の減少、省エネ機器の普及、オール電化の拡大等により戸当たりのガス販売量は減少傾向にある。加えて、鹿児島では住宅
着工戸数も今後減少が見込まれることから、将来的にガス事業全体の基盤が弱まることが懸念される。

• また、災害に強い導管ネットワーク形成に向けて経年管等の供給インフラの維持・更新を計画的に進めているものの、資機材価格や人
件費の高騰による工事単価が上昇していることから、計画通りに進められるか懸念が高まっている。

• さらに、地方では作業者の高齢化や人材採用の難しさから、保安・供給を担う人材の確保および技術継承が十分に進みにくく、保安体
制の弱体化が懸念される。

導管工事単価の推移（当社実績）
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本支管･内管工事完工高 本支管･内管工事の施工班数

施工班数の維持・拡大に苦慮
新規の委託工事会社を
誘致し施工班を確保

✓ 人材の獲得競争が激しく、作業者の入れ替わりが多いため技能の維持・継承
が課題

✓ 新規の委託工事会社を誘致し施工班数は確保できているものの、作業者の熟
練度にはばらつきが生じている

※それぞれ2018年度を100とした場合



４.当社の事業戦略
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• 地方都市ガス事業者は①人口減少、②エネルギー政策・環境規制の変化、③需要構造の変化、④設備の老朽化・更新への対応、
⑤労働力不足・技術継承、⑥災害対策・保安体制の維持・向上、⑦都市ガス資産の有効活用など様々な課題を抱えている。

• こうした環境を踏まえ、当社は都市ガス事業に加え、総合エネルギー事業、リフォームや暮らしサービス等の快適空間事業、食や健康を
志向した総合生活提案事業を一つのプラットフォームと位置づけ、地域およびお客さまに寄り添いつつ事業の多角化を推進してきた。

• 当社は、今後も地域を支えるエネルギー事業者としての責務を果たしつつ、持続的に成長していくために、既存事業に捉われない新たな
価値や事業の創出に積極的に挑戦していきたい。

事業別収益比率の推移（当社実績） 当社の目指す方向性
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５．ガスのカーボンニュートラル化に向けた取組み
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・地産地消のエネルギー

2050年

・e-メタン

・海外のバイオメタン

・クレジット活用

カーボンニュートラルの実現

+環境価値の
地域還元

現在

当社のガス販売量
100百万m3/年

家庭用
25百万m3/年

産業用
75百万m3/年

産業用
75百万m3/年

(150万m3/年)全体の1.5％
家庭用の6％

家庭用
25百万m3/年

全体の25％
家庭用の
100％

鹿児島県の様々な地産原料
のバイオガス化に関する調査・
提案

バイオメタン 二酸化炭素

水素

e-メタン

バイオガス

環境
価値

県内自治体や地域産業と連
携した森林由来のJ-クレジット
創出調査・提案

クレジット創出

• 2050年には当社の都市ガス販売量の4分の1にあたる2500万㎥/年（家庭用ガス販売量相当）を様々な地産原料によるバイオメタ
ンおよびバイオガス由来CO2を原料としたe-メタン生成等により、カーボンニュートラル化を目標としている。

• 一方、産業用については、大規模かつ大量生産・供給が可能なe-メタン・海外バイオメタン等の活用を想定。
• 国内バイオメタンは大量生産に限界があるため、e-メタン導入は不可欠と考えられ、その前提として現状では天然ガス化を進める。
• また、地域の森林資源等からのクレジット創出も含め、地域リソースを有効に活用していく。

家庭系
一般
廃棄物

事業系
廃棄物･
食品加工
残渣

下水汚泥､
し尿･浄化
槽汚泥

焼酎粕 家畜ふん尿 合計

鹿児島地区 6,096 12,940 3,515 12 6,654 29,218

日置･川薩･北薩地区 2,737 5,663 1,560 1,949 11,915 23,824

伊佐･姶良地区 2,393 1,756 1,459 496 10,652 16,756

南薩地区 1,270 2,907 744 919 9,868 15,708

曽於･肝付地区 2,301 6,631 1,109 1,055 71,481 82,577

離島 1,481 933 388 331 2,313 5,446

合計 16,278 30,830 8,775 4,763 112,883 173,529

鹿児島県内で発生する有機性廃棄物量から創出できるメタンガス量
（潜在量の推計） [単位：千Nm3/年・35.79MJ/Nm3]

出所：当社調べ



６．バイオガスの実例および増量に向けた取り組み・課題

✓ 鹿児島市南部清掃工場で発生するバイオガスを2022年1月より
都市ガス利用

✓ ごみ処理施設で生成されたバイオガスを都市ガスとして利用する事
例は国内初！
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バイオガスの都市ガス原料活用フロー 都市ガス利用における課題

• 鹿児島市南部清掃工場で精製頂いたバイオガスを2022年1月より都市ガス原料として調達。
• 鹿児島県においては、家畜排せつ物や食品残渣等バイオマス資源が豊富に存在。
• バイオガスの都市ガス利用拡大を模索中であるが、自治体における部門毎で脱炭素への考え方や対応が異なる事象も垣間見え、既存
計画の見直しや従来の処理方法からバイオマス活用を踏まえた新たな活用方法への移行には、慎重な姿勢が生じやすいと思料。

• 自治体や部門毎に価値観や優先するポイントが異なることから、自治体側の関心や理解を深めていく取組みに加えて、制度的な後押し
を一層充実させていただくことが望まれる。

項目 課題

立地・集約 ✓ 食品残渣や畜産ふん尿を集約してバイオガス化する場合、収集・輸送・
衛生管理コストが高く、採算が合いにくい。

✓ 特に畜産資源の活用には、防疫上の厳格なリスク管理が必要となり、追
加コスト・運用負担が大きく、感染症などが発生した場合、畜産ふん尿の
移動が制限されるためバイオガス資源の入手が困難となる恐れがある。

✓ バイオガス発生施設にて都市ガス製品化が必要となる場合、分離・熱
調・付臭などが必要となるため、発生施設側に負担やリスクが伴う。

投資コスト ✓ 従来の処理方法と異なる場合、新規設備投資が発生。

✓ 発電利用の場合、FIT制度、FIP制度などの制度が確立されているが、都
市ガス向け利用については事業者毎の個別取組に委ねられている。

自治体との
連携

✓ 下水処理施設においては、堆肥化を中心とした処理フローが長年運用さ
れており、堆肥化前にエネルギー利用を組み込むという考え方が浸透して
いないため、新たなエネルギー利用工程の導入には心理的・運用的な
ハードルが存在。



７．地方都市ガス会社にとってのバイオガスの重要性
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• 2050年カーボンニュートラルに向けて全国のガス事業者がおしなべて取組みを進めていくことが肝要。
• 大手ガス事業者はメタネーション技術の開発を進めているが、社会実装までには時間が必要。
• 中小ガス事業者は自社で大規模なメタネーション設備を作ることはハードルが高い一方、バイオガスは社会インフラの静脈的活用に依る
為、自治体等との連携により実現性が高まる。

バイオガスに取り組む意義 中小事業者でも取り組みうる可能性

① ガスのカーボンニュートラル化への貢献

都市ガスの脱炭素化においては現状唯一実装されている有効な手段

②地産地消による地域活性化と循環型エネルギーシステムの構築

地域のバイオマス資源（生ごみ・下水汚泥など）を活用し、製造・供給・
消費まで地域内で完結できるため、地方創生やサーキュラーエコノミーの実
現に貢献しうる。

③ エネルギー自給率・安全保障の向上

地域内で創出されるエネルギーであるため、為替や油価などに左右されず
安定的な価格での調達が可能であるとともに、国内のエネルギー自給率
向上とエネルギーセキュリティ強化につながる。

⚫ 自治体と連携しやすく地域脱炭素の実行主体になり得る

⚫ 技術的ハードルが低く、既存インフラを活用してスムーズに導入可能

⚫ 地域資源を活用した安定供給が可能で、エネルギーマネジメント性が高い

地方の中小都市ガス事業者は行政区内で事業を行っており、自治体と一体となっ
た取り組みが進めやすいため、地域の脱炭素化モデルを構築できる強みを持つ。

バイオガスは社会実装が進んでおり、天然ガスとの混合供給も可能なため、新たな
大規模投資を必要とせず、既存ガスインフラを活用して供給できる。

生活残渣・産業残渣など日常的に発生する原料を用いるため、安定製造が可能
であり、ガス体として貯蔵もしやすく、エネルギーの管理・運用が容易である。



８．バイオガスの全国規模での普及課題

• バイオガスは熱需要のカーボンニュートラル化における貴重な手段であるにもかかわらず、現状では多くが発電利用に回っており、都市ガス
利用への展開が十分進んでいない。

①原料特性による生産コスト格差への制度的支援の必要性

生活残渣・農業系残渣など原料によって産出コストや採算性が大きく異なるため、地域間で普及格差が生じないよう、全国大で安定的にコスト回収できる制度
的支援が必要。

②バイオマス資源の肥料利用と脱炭素化の両立の有用性

下水汚泥等の処理にあたっては肥料としての活用を優先しつつ、脱炭素に向けた取り組みとも両立する形でバイオガスなどのエネルギー利用を進める方針となって
いるが、メタン発酵後の残渣が肥料としても有効に活用できる点については、まだ十分に理解が広がっていない。

③地域間の脱炭素格差を補う環境価値移転の有効性

バイオガス創出が難しい地域に対しては、環境価値を移転する仕組みを活用することで、全国レベルでのカーボンニュートラルの推進が可能となる。

施設数
メタンガス化
施設/消化
設備を所有

メタンガスの
利用方法

発電 ガス

ごみ焼却・ごみ
燃料化施設

936 14 13 1

し尿処理施設 804 26 26 0

下水処理施設 2,157 301 131 1
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出所：環境省廃棄物処理技術情報 令和5年度調査結果をもとに自社にて集計
   下水処理場ガイド2025（公共投資ジャーナル社）

全国のごみ・下水処理施設におけるメタンガス利用方法の内訳



LNG

LNG

LNG
LNG

L
N
G

L
N
G

L
N
G

L
N
G

LNG
2次基地

LNG
サテライト
（需要家）

LNG
当社基地

LNG
2次基地

９．燃転の実績
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＜焼酎工場へのLNG供給＞
（濵田酒造さま）

• 過去より大手事業者様と連携を図り、燃転を推進してきた結果、導管近傍に立地する需要家については燃転が進んでいる。
• 一方、導管未敷設地区の需要家へはLNGローリーによる供給での燃転を推進し、焼酎製造や畜産など地域の基幹産業におけるカーボ
ンニュートラル化に貢献。

• また、内陸部にある他ガス事業者のLNG2次基地に対してローリーによる卸を行い、各エリアにおける導管供給を通じたカーボンニュートラ
ル化にも寄与。

＜南九州におけるLNG供給イメージ＞

＜鹿児島市内における
交通局跡地の再開発事業＞
（TGES×日本ガス連携）

※CGS＝コージェネレーション設備



１０．燃転促進に向けたインフラ整備の課題
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• 需要家の設備更新タイミングや補助金を踏まえて燃転を検討いただいているものの、物価上昇による初期投資の高騰や重油など既存
燃料とのコスト差が負担となっており、燃転推進の大きな課題となっている。

• さらに、大規模な燃料転換にはガス事業者側の供給能力の拡大や輸送手段の確保が不可欠である一方、地方ガス事業者にとってイン
フラ増強は経営基盤に対して大きな投資負担となる。加えて、個社単独では技術的な課題を解決できないケースも存在。

LNG基地
需要家

LNGLNG

②導管①増強

L
N
G

需要家

ガス事業者側
①基地増強
②導管敷設及び増強

需要家側
③消費設備設置及び改造

ガス事業者側
①基地増強可否
②ローリーや船

需要家側
③消費設備設置及び改造
④貯蔵施設

③消費設備 ①増強 ③消費設備④貯蔵施設
（LNGサテライト
や内航船基地）

■必要な投資

ガス事業者

導管供給
の場合

ローリー供給
内航船供給
の場合

②ローリーや船

✓ガス価格（出来上がり）が立地・
使用量等の条件により大きく変動

✓大規模な案件には個社の限られた
人材・資源では対応しきれないケー
スが存在

ガスを使用しCNに
貢献したいがコスト
負担が課題
(事業環境に与える
影響が大きい）

■必要な投資

LNG基地

ガス事業者

LNGLNG

輸送
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• 地方では人口減少や世帯当たりの人数減少等による需要縮小と収益基盤の弱体化が進む一方、物価上昇や工事担い手の不足等
により、保安確保と安定したエネルギーの供給を継続するためのコストは年々増加している。また、業務効率化や保安高度化のために
はDXをはじめとした事業継続のための投資が不可欠であるものの、中小規模の事業者では予見性が立てにくく、取り組みが進みにくい
状況にある。

• バイオガス/バイオメタンは、地方でも得られる重要かつ貴重なカーボンニュートラル資源として期待される一方、発生量や立地条件が経
済合理性を得づらく、加えて地域行政との協働が不可欠であるため、実装には多面的な調整が必要。

• 燃転を通じた脱炭素化については、地域ごとのガスインフラへのアクセスや接続条件といった制約が大きく、特に大規模燃転の場合、地
方ガス事業者が個社単独で推進することは難しいため、大手ガス事業者との連携や事例の他地域への横展開、様々な事業者とのア
ライアンスを組みやすい事業環境の整備が必要。

• 地方ガス事業者が安定供給と保安体制を維持・向上していくためには、生産性向上が不可欠であり、今後も健全な事業継続をして
いく上では、事業者における効率化の努力を前提に、物価等の上昇の見通しを適切に料金へ反映できる仕組みづくりなど、継続的な
ご支援をお願いしたい。また当社としては、都市ガス事業にとどまらず、多面的な事業展開を通じて経営基盤の強化を図っていきたい。

• 全国的なカーボンニュートラル実現に向けては、バイオガス/バイオメタンに対する自治体の関心・理解を醸成することに加え、バイオマス
原料特性による生産コストの地域格差を是正するための制度的な後押しをお願いしたい。

• 地方ガス事業者が燃転を一層促進するには、需要家側の設備投資負担や燃転価格差を補うご支援、並びに事業者側への技術面・
体制面、インフラ増強に向けた資金面でのご支援の充実をお願いしたい。

課題解決へ向けた要望
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